
【令和６年第３回定例会 一般質問全文】

７ 大 田 勤 議 員

１ 運転操作の誤りによる交通事故防止や事
故発生時被害軽減に 高齢者安全運転支
援装置設置促進事業の取り組みを

２ 国保税１８歳までの子どもへの均等割ゼ
ロは、子どもの貧困対策、子育て支援

３ 子育て世帯への支援で町内小中学校給食
費を無償化へ 全国１，７９４自治体中
７７５自治体が学校給食費無償化実施ま
たは予定

１ 運転操作の誤りによる交通事故防止や事故発生時被害軽減に
高齢者安全運転支援装置設置促進事業の取り組みを

岩内町運転免許証自主返納支援事業は、高齢運転者等の交通事故防止と外出支
援、町内循環交通の新規利用者開拓と利用促進を目的に令和３年４月１日以降に
運転免許証を自主返納した方に対して、申請に基づき、ノッタライン及び円山地
域乗合タクシー共通無料乗車券、若しくは共通無料乗車回数券を交付するもので、
有効期間は支援決定の日より１年間としています。
岩内警察署管内の運転免許証自主返納者数は、令和元年４２人、令和２年４１

人、令和３年７７人とホームページに掲載されています。
令和３年以降の岩内警察署管内の運転免許証自主返納者数は。
令和３年、町の事務に関する説明書では、８月からの運転免許証自主返納無料

乗車券利用者ノッタライン２３３人、無料回数券利用者１２１人。円山タクシー
無料乗車券利用者６１人、無料回数券利用者３０人の合計４４５人、令和４年、
ノッタライン無料乗車券利用者９２３人、無料回数券利用者２０９人、円山タク
シー無料乗車券利用者３１５人、無料回数券利用者３２人の合計１，４７９人、
令和５年、ノッタライン無料乗車券利用者８１９人、無料回数券利用者１２８人、
円山タクシー無料乗車券利用者１８０人、無料回数券利用者５６人の合計１，１
８３人が利用しています。
運転免許証自主返納者への共通無料乗車券、若しくは共通無料回数券の有効期

間は交付決定日より１年間です。今後年々増加する自主返納者や家族等に対して、
公共交通の効果的な運行形態の拡充が必要になると思いませんか。
北海道警察が令和２年、満６５歳以上の高齢者本人・高齢ドライバーの家族に

行った運転免許自主返納に係る意識調査結果で、運転免許の返納を考えたことが
ない理由では、仕事で運転免許が必要と回答した人が最も多いほか、日常の買い
物が不便の回答もあり、生活維持のために運転免許を所有されている人が多い。
運転免許の返納を検討した結果、まだ返納していない理由では、買い物などの



生活維持が難しいが最も多い回答であり、人口エリア別に見ても、全てのエリア
で、仕事で運転免許が必要の回答も多く寄せられている。
運転免許証を返納できない高齢者の生活を維持するための今後の町の対策は。
日常的に買い物など生活維持に必要で運転をする高齢者のアクセルとブレーキ

踏み間違いによる事故が取り上げられ、自主返納が求められるなか、先進地では
高齢者安全運転支援装置の設置費用等の支援制度が取り組まれている。
秩父別町では、町内に住所を有し、購入または設置年度内に６５歳以上となる

方に、障害物検知機能付きペダル踏み間違い急発進抑制装置。装置の設置に要し
た経費、上限４万円。ペダル踏み間違え急発進抑制装置。装置の設置に要した経
費、上限２万円。
苫小牧市は、高齢者安全運転支援装置設置促進事業補助金。湧別町は、自動車急
発進防止装置取付費補助金。函館市は、高齢者安全運転支援装置設置事業費補助
金等により費用負担の支援が取り組まれています。
ドライバーの運転操作の誤りによる交通事故の多発から、交通事故防止や事故

発生時の被害軽減を目的として、国の性能認定を受けた後付けの安全運転支援装
置の購入・設置費用の一部を補助する高齢者安全運転支援装置設置促進への取り
組みが必要ではないのか。



【答 弁】
町 長：
１項めは、令和３年以降の岩内警察署管内の運転免許証自主返納者数はにつ

いてであります。
岩内警察署管内における運転免許証自主返納者数につきましては、岩内警察

署に照会したところ、令和４年では７０人、令和５年では６３人となっており
ます。
２項めは、無料乗車券、若しくは共通無料回数券の有効期間は交付決定日よ

り１年間です。年々増加する自主返納者や家族等への公共交通の効果的な運行
形態の拡充についてであります。
現在、町では、高齢運転者等の交通事故防止と外出支援、町内循環交通の新

規利用者開拓と利用促進を目的に、令和３年８月より、運転免許証自主返納支
援事業を実施し、ノッタライン及び、円山地域乗合タクシーの共通無料乗車券
若しくは、共通無料回数券を交付しております。
本事業において、乗車券の利用は本人のみとなっておりますが、回数券の利

用につきましては、本人だけでなく、その配偶者も利用できるよう配意してお
ります。
また、乗車券及び回数券の有効期間につきましては、通常の運賃を負担する

利用者との公平性や、運賃収入減収分を町が負担する補填額、他の自治体の事
例などを総合的に勘案する中で、１年間と設定したものであります。

よって、制度開始から３年であり、免許返納者の動向や、どの程度の返納者
が、ノッタラインの継続利用に結びついているのかなど、一定の期間を要する
検証が、現状では必要であると考えており、制度を拡充する考えには至ってい
ないところであります。
次に、公共交通の効果的な運行形態の拡充についてでありますが、ノッタラ

イン及び、円山地域乗合タクシーについては、運行ルートや時間など、町民に
定着してきていることや、ノッタラインの車両も当面は使用可能な状態である
ことから、現段階においては、現行の運行形態を、維持・定着させることが優
先と考えており、拡充する考えには至っておりませんが、引き続き、人口動態
や町民ニーズを見極めながら、持続可能な公共交通とするための検討を重ねて
まいります。
３項めは、運転免許証を返納できない高齢者の生活を維持するための今後の

町の対策についてであります。
運転免許証を保有する高齢運転者につきましては、北海道が道内全域を対象

に実施した意識調査の結果を見ても、返納していない理由は、買い物・仕事以
外にも、公共交通手段が少ないため、交通事故を起こしていないためなど様々
であり、中には、長年保有する運転免許証が無くなってしまうことへの抵抗感
から、家族等が勧めても拒否されてしまう事例も少なくはないとのことであり
ます。
こうした事情は、本町におきかえても高齢者本人やまわりの家族などにより

様々であるほか、複合的に要因も重なることから、各分野において高齢者の移
動を支える施策を講じる必要があります。
これまで本町といたしましては、ノッタラインと円山地域乗合タクシーの運

行、ハイヤー・タクシー事業者との連携、広域移動を支える民間バス路線への
継続的な財政支援などの、地域公共交通の充実のほか、介護保険制度と町独自
の生活支援サービスなどにより、在宅高齢者の移動手段の確保に取り組んでま
いりました。



また、長期的な視点に立ち、人口減少・少子高齢化が進む中、医療・福祉・
商業等の生活機能を確保し、高齢者が安心して暮らし続けられるよう、地域公
共交通と連携して、コンパクトで、かつ利便性と持続性の高いまちづくりを進
める、岩内町立地適正化計画の策定を現在進めているところであります。
いずれにいたしましても、運転に不安が伴う高齢者の生活を支える施策とい

たしましては、将来を見据えたまちづくりのもと、地域のあらゆる輸送資源を
総動員し、重層的に施策を講じる必要があることから、今後におきましても、
官・民協働により地域が一体となった持続可能な地域公共交通の取組や、地域
包括ケアシステムの確立などをしっかりと前に進めていくことが、高齢者の生
活を支える対策であると考えております。
４項めは、高齢者安全運転支援装置設置促進への取り組みが必要ではないか

についてであります。
近年、高齢者の運転によるブレーキとアクセルの踏み間違いによる誤操作や、

高速道路の逆走などの交通事故が全国で相次いでおり、大きな社会問題となっ
ております。
こうした状況を踏まえ、町では、高齢者の運転による事故の未然防止や事故

時の被害軽減を図ることを目的に、春と秋に行われる全国交通安全運動期間中
に人と旗の波による街頭啓発や交通ルール遵守の徹底などを掲載した啓発物の
配布などを通し、運転者へ直接、安全運転の徹底の呼びかけを行っているほか、
北海道及び北海道警察との共催による高齢運転者安全運転講習会の開催や車両

販売会社の協力のもと、安全運転サポート車試乗会など様々な啓発活動を通じ
て、交通安全意識の醸成に取り組んできたところであります。
町としましては、ご質問にあります高齢者安全運転支援装置設置促進への取

組みにつきましては、高齢者の交通事故の未然防止や事故時の被害軽減に一定
程度資するものと認識はしているものの、現時点では、安全運転支援装置設置
促進を目的とした町独自の補助制度を実施する考えには至っておりませんが、
今後も、他の自治体において先進的に実施している高齢者安全運転支援装置設
置補助制度の内容や、現在、開発が進められている各自動車メーカーによる自
動運転車の開発状況など、自動車の安全性能の向上に関する情報の収集に努め
るとともに、岩内警察署をはじめ、岩内町交通安全推進委員会や岩内町交通安
全協会などの関係団体と連携を図りながら、高齢者の交通事故による被害をな
くすため様々な交通安全活動に取り組んでまいります。



＜ 再 質 問 ＞

町長は、高齢者の交通事故の未然防止や被害軽減に、一定程度に資すると認識
しているが、町独自の補助制度を実施する考えには至ってないと答弁しています。
国際交通安全学会のアクセルとブレーキの踏み間違いによる事故事例では、駐

車のための前進・後退時等、事故原因には、驚き、焦り、急ぎが踏み間違いにつ
ながるとしています。
日常的に買い物など生活維持に必要で、運転する高齢者のアクセルとブレーキ

の踏み間違いによる事故が報道され、加害者、被害者の悲惨な状況が映し出され、
事故後の家族などのことを思いやればやりきれません。
交通事故防止や事故発生時の被害軽減を目的として、安全運転支援装置設置促

進事業や設置補助金などの費用の一部を補助する事業を取り組むべきではありま
せんか。



【答 弁】
町 長：
安全運転支援装置の購入に係る助成制度の導入については、高齢者の交通事

故未然防止や、事故時における被害軽減に一定程度資するものと考えておりま
すが、一方では、運転支援システムの技術が向上し進化しているとはいえ、現
状では、まだまだ運用上の課題や、さまざまな意見があるものと認識しており
ます。
町といたしましては、こうした命に係る運転支援装置を高齢者に対して設置

を促し、独自に補助制度を図っていくためには、取り付け可能な車種の範囲の
把握や、当該装置の安全性能に関する技術の進化等についての更なる情報収集
が必要と考えており、そこで得た情報を正しく伝えていくことで、補助制度が
効果的に浸透していくものと考えております。
従いまして、今後も引き続き、各自動車メーカーによる開発状況をはじめ、

自動車の安全性能向上に関する情報収集に努めながら、様々な交通安全活動に
も積極的に取り組んでまいります。



２ 国保税１８歳までの子どもへの均等割ゼロは、子どもの貧困対
策、子育て支援

国の制度改正により、令和４年４月１日から、国民健康保険に加入している未
就学児を対象として計算する国民健康保険税のうち、均等割額に対する軽減を開
始した。今般の軽減措置の対象については、子育て世帯の負担軽減の観点から、
多子世帯や低所得世帯による制限をかけず、広く子どもがいる世帯に対して一律
に軽減を行うことを目的としている。
均等割額は世帯の国民健康保険被保険者人数に応じて計算する金額とし、７割

軽減・５割軽減・２割軽減に該当している世帯の場合は、軽減後の金額を更に軽
減した。
岩内町での未就学児対象世帯で、対象となる未就学児は何人か。
令和４、５、６年度での対象人数は。
５割軽減分の公費負担は国が２分の１､道と町が４分の１となっているが岩内

町の負担分となる過年度それぞれの負担金額は。
仕事をしていない子どもも保険料を負担する国保税ですが、国保加入世帯での

軽減対象にならない高等学校卒業までの年齢の被保険者の人数は。
国民健康保険加入者が全員負担する均等割は、所得のない子どもであっても納

めなければならず高すぎる国保税の原因に、人頭税と同じ均等割があることを指
摘し、全国知事会など地方団体は国に均等割の見直しを要求し未就学児の均等割
保険税の軽減措置が実現した。
令和５年度岩内町国民健康保険特別会計歳入歳出決算では、歳入歳出差引残額

８，８４９万９，３８１円。不用額は４，７５２万７４０円を出している。
令和元年から令和５年までの国保特別会計決算では２億７，９４９万９，９３

３円の不用額となっている。
子育て世帯の負担軽減の観点から高等学校卒業までの被保険者均等割を町が支

援する場合の負担金の推計は。
国民健康保険事業基金が令和４年４，０００万８，０００円。令和５年に２，

２００万５，０００円を積み立て、合計で６，２０１万３，０００円を基金とし
ている。この基金の目的は。
国保会計で基金が増加している自治体の取り組みとして、大阪府能勢町では、

健康増進支援金を創設し､７５歳未満の国保に加入する町民１人あたり１万円か
ら物価高騰による町民の生活を考慮し１人１万５，０００円に引き上げ、実質的
には国保の均等割の助成になっている。
滋賀県米原市では、国民健康保険子育て世帯応援金を創設し国の未就学児の国

保税の軽減措置と合わせて子育て世帯へのさらなる支援を目的に１８歳以下の均
等割実質ゼロとする支援金の支給など高校生まで所得制限なしで第１子から免除
しており、北海道では旭川市などで取り組みが広がっている。
町の健康寿命延伸プランでは、平成３０年度、０歳から３９歳までの町人口３，

７１５人。令和４年度は３，０１８人と５年間で６９７人減少。平成３０年以前
は７０人を超えていた出生数が３０年以降は５０人代で推移しています。
健康寿命の延伸を進める施策としても、健康増進支援金、子育て世帯応援金な

どを創設し取り組む必要があるのではないのか。
国保の均等割は、国保に加入する全ての家族に定額の負担がかかる、人頭税の

ような仕組みです。そのため、国民健康保険税の負担は子育て世帯にとってとり
わけ重いものになっている。１８歳までの子どもへの均等割ゼロは、子どもの貧
困対策、子育て支援に繋がるものと考えるが町長の判断を伺う。



【答 弁】
町 長：
１項めは、令和４年度、５年度、６年度における未就学児の均等割軽減対象

となる世帯数及び対象者数についてであります。
令和４年度は２１世帯、３４名。令和５年度は１９世帯、２７名。令和６年

度は８月末時点で１３世帯、１８名となっております。
２項めは、令和４年度、５年度、６年度における未就学児の均等割軽減分に

対する町の負担額についてであります。
令和４年度は５万３千９７０円。令和５年度は３万９千４円。令和６年度は

６月末時点での額となりますが、４万２千５０２円となっております。
３項めの軽減対象とならない高等学校卒業までの被保険者数についてと４項

めの高等学校卒業までの被保険者均等割を支援する場合の負担額の推計につい
ては関連がありますので、併せてお答えいたします。
令和６年４月１日時点において、軽減対象とならない６歳から１８歳までの

被保険者数は６７名であり、均等割額を５割軽減とした場合の軽減額は、約８
１万円と推計され、仮に国の制度において軽減対象者の拡大がなされ、現行ど
おり国２分の１、北海道４分の１、町４分の１の公費負担とした場合における
町の負担額は約２０万円となります。
５項めは、国民健康保険事業基金の目的についてであります。
岩内町国民健康保険事業基金は、国民健康保険事業の円滑な実施を図るため、

平成３０年４月１日に設置した基金であり、この基金の処分目的につきまして
は、１つめに、国民健康保険事業費納付金に要する費用に不足を生じたとき。
２つめに、その他国民健康保険事業に要する費用の財源に充てるときと定め

ております。
６項めの、健康増進支援金、子育て世帯応援金などを創設し取り組む必要が

あるのではないのかについてと、７項めの、１８歳までの子どもへの均等割ゼ
ロは、子どもの貧困対策、子育て支援に繋がるものと考えるが、町長の判断を
伺うについては関連がありますので、併せてお答え致します。
国民健康保険税の算定につきましては、地方税法の規定により所得割と均等

割を課すことになっており、町では北海道の保険料水準の統一を見据え、資産
割を段階的に廃止し、所得割、均等割、平等割の三方式による賦課方式とする
よう取り進めております。
こうした中、令和４年度から国の制度改正により、子育て世帯の負担軽減を

図るため、国民健康保険に加入している未就学児に係る均等割額について、一
律に５割軽減を実施しているところでありますが、軽減対象者が未就学児まで
となっており、対象者が限定的であることや、子育て世帯の更なる負担軽減を
図るため、北海道後志総合開発期成会を通じて国や北海道に対して、１８歳ま
での対象拡大と軽減額の拡充を毎年度要望しているところであります。
また、他の自治体において、子育て世帯応援金等、独自の軽減施策を実施し

ている事は承知しておりますが、令和６年３月に改正されました北海道国民健
康保険運営方針におきましては、北海道と全道市町村が一体となり、共通認識
のもとで国民健康保険に関する事務の広域化・効率化を推進するため、市町村
個別の歳入・歳出の共通化が必要であり、保険税の負担軽減に要する費用につ
いても全道で共通化することが示されていることから、町独自で子どもに対す
る均等割軽減の制度を設けることについては、慎重な対応が求められるものと
考えております。
いずれにいたしましても、子どもに係る国民健康保険税の均等割額の減額措



置につきましては、子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、国や都道府県一
律による国保制度の運用が求められており、現行制度の趣旨や国保財政に与え
る影響等を考慮しながら、国において議論が継続されるものと認識しておりま
すので、引き続き、国・北海道への要望活動を継続するとともに、国の動向に
注視してまいります。



＜ 再 質 問 ＞

高等学校卒業までの被保険者均等割を支援する場合の負担金額の推計は、国の
制度の現行通りで拡大されれば、町の負担額は約２０万円。軽減対象とならない
６歳から１８歳までは６７名で、５割軽減の場合は約８１万円と推計していまし
た。
町が全額負担にしても、１６２万円程度で１８歳までの均等割を補助できるの

ではないのか。
国や都道府県一律の運用が求められているといいますが、能勢町では令和６年

度に新たに住民税非課税世帯となる世帯、令和６年度に新たに住民税均等割のみ
課税世帯となる世帯。加えて住民税非課税世帯、住民税均等割のみ課税世帯に扶
養されている平成１８年４月２日以降に生まれた方がいる世帯の世帯主へ児童１
人当たり５万円の給付を実施し国保の均等割の助成としています。
米原市では、国保加入者１人当たりの加入者数に応じて算定するため、子ども

が多いほど国保税額も高額になります。子育て世帯の更なる支援を目的として、
米原市国民健康保険に加入されている、令和６年４月１日現在で１８歳に達する
日以降の最初の３月３１日までの間にある被保険者、主に高等学校卒業までの年
齢の被保険者の均等割相当額を応援金として支給しています。
応援金は、一時所得として課税対象となるが一時所得は、所得金額の計算上５

０万円の特別控除が適用され、他の一時所得とされる金額との合計額が５０万円
を超えない限り、課税対象とならないことを説明しています。応援金は、子育て
世帯への経済的負担の軽減を図るためとしています。
高くて払えないという国保税１８歳までの子どもへの均等割ゼロは、子どもの

貧困対策、子育て支援です。
町長は思い切った判断をすべきではありませんか。



【答 弁】
町 長：
１項めは、町が全額負担でも１６２万円程度で、１８歳までの均等割を補助

できるのではないかについてであります。
国民健康保険税の算定につきましては、地方税法の規定により所得割と均等

割を課すことになっておりますが、町では北海道の保険料水準の統一を見据え、
資産割を段階的に廃止し、所得割、均等割、平等割の三方式による賦課方式と
するよう取り進めているところであり、資産割の廃止により、歳入不足が懸念
される中、さらなる１８歳までの減額措置を実施することは、健全な国保運営
に支障をきたす恐れがありますので、実施する考えには至っておりません。
２項めは、子育て世帯応援金など、思い切った判断をすべきではないのかに

ついてであります。
町では、医療・保健分野における子育て支援として、近年、新たに子どもイ

ンフルエンザの助成事業や乳幼児等医療費助成事業に係る対象年齢を１８歳ま
でに拡大するなど、国民健康保険の加入者に限らず、他の健康保険に加入して
いる子どもを含め幅広く実施しており、こうした施策を優先して実施すること
により、子育て世帯の負担軽減に取り組んでいるところでありますので、国民
健康保険の加入者に限った、子どもに係る国民健康保険税の均等割額の町独自
の減額措置につきましては、現時点において実施する考えには至っておりませ
んが、引き続き、国・北海道への要望活動を継続するとともに、国の動向に注

視してまいります。



３ 子育て世帯への支援で町内小中学校給食費を無償化へ
全国１，７９４自治体中７７５自治体が学校給食費無償化実施
または予定

文科省は６月１２日学校給食費の無償化についての初の全国調査結果を発表し
た。学校給食に関する実態調査、概要説明資料では、昨年９月時点で、全国の１，
７９４自治体のうち、公立小中学校などで何らかの方法で学校給食の無償化を実
施していると答えた自治体は７２２自治体あり、全体の約４０％に達している。
自治体独自の学校給食無償化の状況として、１，７９４自治体中、７７５自治

体において何らかの形で令和５年度中に学校給食費無償化を実施または予定して
いる。
令和５年９月１日時点で無償化を実施している７２２自治体のうち５４７自治

体で小中学生の全員を対象とし、１４５自治体で小中学校段階で支援要件を設け
て無償化を実施している。
支援要件をもうけている場合の要件では、多子世帯が１３５自治体を占めてい

る。無償化の財源は自主財源、ふるさと納税、寄付金以外が４７５自治体と最も
多く、次いで２３３自治体が地方創世臨時交付金を活用しているとの調査結果で
す。
学校給食無償化導入について教育委員会は、こうした調査結果を承知し検討し

ているのか。
学校給食無償化を実施した７２２自治体のうち、小中学校において全員を対象

に無償化実施が５４７自治体で７５．８％、又、小中学校段階において支援要件
をもうけて無償化実施が１４５自治体２０．１％です。
令和４年度学校給食運営管理調査で後志管内の学校給食無償化を進める町村が

９町村と答えていますが全額無償、半額を無償に加え、３分の２補償などの実施
町村名は。
４年度以降、９町村以外に無償化を進めている町村は。
２０２２年第４回定例会で教育長は、町では従来より低所得世帯などへ対する

就学援助制度により給食費の負担軽減策を実施しており、支援制度は一定程度整
っていると答弁していますが文科省の調査では全自治体の約４０％が負担軽減策
ではなく無償化を進めています。このまま負担軽減策で進めるのですか。
本町での学校給食費は小学校で月額４，６００円、年間５万６００円、中学校

で月額５,４００円、年間５万９，４００円です。
こうした中、近年は、社会保障の削減や物価高など厳しい状況が長引き、子育

て世帯の経済的負担も増加しており、給食費の無償化を求める要望が広がってい
る。
先進地では町の給食会計の補助として、米飯給食等主食費補助金や地場産品食

育推進事業補助金を導入することで子育て世帯の経済的負担の軽減を図っている。
教育委員会も積極的にこうした事業を調査研究し、取り組むべきではないのか。
文科省、平成２８年度子供の学習費調査では公立小学校で１０万４，４８４円。

内容は、給食費、制服、通学費等、クラブ活動費、図書・学用品費、修学旅行費、
学級費、ＰＴＡ費などです。
中学校で１７万７，３７０円と父母負担は大きく、給食費の無償化は、子育て

世帯の経済的負担の軽減につながると思いませんか。
２０２２年第４回定例会で小中学校の給食費無償化を実施した場合の予算推計

額を、要保護世帯等を除き､全員を無償化した場合の年間の給食費は､小学校１，



８３４万２，５００円、中学校で１，０９５万９，３００円と答弁しています。
子育て世帯の経済的負担軽減並びに子育て支援、食育の推進などに向け学校給

食の無償化を実現するため、継続的な財源確保に向け優先的に取り組む必要があ
るのではないか。
令和５年度の小学校扶助費１，０５０万５，０００円のうち給食扶助費は５２

６万３，０００円計上で小学校不用額３７０万５，７２１円。
中学校扶助費１，１１２万３，０００円のうち給食扶助費は、３８０万２，０

００円計上で中学校不用額１７０万７，６３９円。
不用額、小中学校合わせて５４１万３，３６０円です。
元年度は５２２万１，４８５円。２年度は４２７万７，５２１円。３年度は７

２０万４６５円、４年度は８６４万８，４６３円の不用額です。
過年度執行の小中学校教育振興費の扶助費不用額から支援要件を設けて学校給

食費の無償化に取り組めるのではないのか。
子育て世帯への支援として給食費を、一気に無償化が出来ないのであれば、要

件を設けて多子世帯や第２子から無償、一人親家庭の無償化など保護者の経済的
負担の軽減などから取り組むことが、子育て支援の一助となることから学校の設
置者である自治体の判断で実施すべきと考えるが教育長の判断は。



【答 弁】
教 育 長：
１項めは、学校給食費無償化導入について、教育委員会は、学校給食に関す

る実態調査結果を承知し、検討しているのかについてであります。
国の少子化対策の強化の一環で、昨年６月に閣議決定した、こども未来戦略

方針を受け、文部科学省では、隔年で実施している、学校給食実施状況等調査
に併せて、新たに実施した学校給食費の無償化を実施する各教育委員会におけ
る取組の実態調査の結果を、本年６月に公表しております。
調査結果につきましては、教育委員会においても確認しており、今後の学校

給食費に関する支援等を検討する上で、参考にしているところであります。
２項めは、令和４年度学校給食運営管理調査で、後志管内の学校給食全額無

償、半額無償、３分の２補償などの実施町村名はと、４年度以降、９町村以外
に、無償化を進めている町村は、についてであります。
令和４年度学校給食運営・管理調査において、後志管内における学校給食費

無償化に取り組んでいる９町村につきましては、全額無償が、黒松内町と赤井
川村、半額無償につきましては、蘭越町、共和町、泊村、３分の２無償は、神
恵内村、第２子以降または第３子以降の無償は、ニセコ町、京極町、倶知安町
であります。
次に、令和４年度以降、９町村以外に無償化を進めている町村についてであ

りますが、本年９月の聞き取り結果で申し上げますと、本年度から、新たに余

市町と仁木町が全額無償としており、同じく、泊村につきましては、半額無償
から全額無償に変更したとのことであります。
３項めの、文科省の調査では、全自治体の約４０％が負担軽減策ではなく、

無償化を進めているが、町はこのまま負担軽減策で進めるのかと、４項めの教
育委員会も積極的に先進地の事業を調査研究し、取り組むべきではないかにつ
いては、関連がありますので、併せてお答えいたします。
米飯給食等主食費補助金や地場産品消費・食育推進事業補助金につきまして

は、共和町で実施しているもので、米飯等給食の推進と給食費の負担軽減を図
り、メロン・スイカなどの地場産品の消費、食育の推進を図るため、共和町が
独自に給食会計へ補助する事業であるものと承知しており、一方で、本町にお
きましては、昨今の物価高騰に伴い、学校給食で献立内容や食材費の維持が難
しい状況になりつつあることから、令和４年度から食材費値上げ相当分につい
て、学校給食会計補助金を実施してきたところであります。
なお、令和４年第４回定例会におきまして、大田議員ご質問の負担軽減策に

つきましては、低所得世帯などへ対する、就学援助制度による給食費の負担軽
減策について答弁しているものであり、今後におきましても、給食の質を保ち
つつ、保護者の負担増とならないよう、物価高騰などの状況に応じた対応策、
並びに、食育や地場産品の推進について、栄養教諭とも連携し、本町の地場産
品の推進に繋がるよう、取組を進めてまいります。
５項めは、給食費の無償化は、子育て世帯の経済的負担の軽減に繋がると思

いませんかについてであります。
物価高騰に伴う影響が長期化する中、本町も含め、各自治体においては、学

校給食費に対し独自の負担軽減策を講じてきたところであり、給食費の無償化
についても、経済的負担軽減につながる施策の一つとして認識しております。
６項めの、学校給食の無償化を実現するため、継続的な財源確保に向け優先

的に取り組む必要があるのではないかと、８項めの、一気に無償化ができない
のであれば、要件を設けて、保護者の経済的負担軽減などから取り組むことが、



子育て支援の一助となることから、学校設置者である自治体の判断で実施すべ
きと考えるが、教育長の判断はについては、関連がありますので、併せてお答
えいたします。
学校給食費の無償化につきましては、国等からの直接的な補助金等もないこ

とから、多子世帯等の要件を設けたとしても、実施するには、財源確保に伴う
町財政への影響が大きく、持続可能な学校給食運営の観点から、難しいものと
判断してきたところでありますが、実態調査の結果からも、自治体の約３割が
完全無償化を実施していることなどを踏まえ、学校教育及び子育て支援におい
て、公平性や施策のバランス、優先性なども考慮する中で、本町においても、
今後の給食費に対する支援等のあり方について、検討が必要と考えております。
また、国のこども未来戦略方針においても、学校給食の無償化の実現に向け

て、実態調査の公表をした上で、小中学校の給食実施状況の違いや、法制面等
も含め、課題の整理を丁寧に行い、具体的方策を検討するとしており、そうし
た国の動向や、他自治体の情報なども注視してまいります。
７項めは、過年度執行の小中学校教育振興費の扶助費不用額から、支援要件

を設けて、学校給食費の無償化に取り組めるのではないかについてであります。
小中学校の扶助費につきましては、学校教育法に基づき、経済的理由により

就学が困難と認められる児童生徒の保護者に対し、給食費や学用品費などとい
った学校で必要な経費を援助する就学援助制度に係る予算を計上しているとこ
でありますが、過年度の予算に係る不用額の主な要因としましては、支給対象

者数が見込みよりも下回ったことによるものが主な要因であり、この他にも、
コロナ禍による臨時休業に伴う給食費の減や、修学旅行やスキー授業などの学
校行事の縮小なども要因となっており、加えて、この歳出執行額の縮小は、歳
入の減額を伴う場合もあることから、歳出決算額における不用額と比べ、実質
的な不用額としてはさらに少額であるものと考えております。
過年度の不用額を財源に予算を執行することについてでありますが、各年度

の予算執行に当たりましては、地方自治法の規定を根拠とした、いわゆる会計
年度独立の原則のもと予算執行されており、繰越明許費などの一定の条件によ
るもののほかは、当該年度の歳出はその年度の歳入をもってこれに充てること
とされていることからも、歳出予算経費の金額を翌年度において使用すること
はできないものと考えております。



＜ 再 質 問 ＞

本町においても、今後、給食者に対する支援等のあり方、検討が必要と考える。
また学校給食の無償化は、国からの直接的な補助金もなく財源確保等難しいが実
態調査も踏まえて考慮し支援等のあり方を検討すると答弁しました。
文科省の学校給食に関する実態調査、概要説明資料には、学校給食に係る経費

の負担、学校給食法等の定めとして、学校給食の実施に必要な施設・設備に要す
る経費及び人件費は、学校設置者の負担。食材費は保護者負担。ただし、自治体
等による補助を妨げるものではないと明記されている。
この学校給食法第１１条を保護者負担の根拠としていますが、２０１６年２月

１６日、参院文教科学委員会で当時の柴山文部科学相が、学校給食法第１１条の
規程は、１９５４年の文部事務次官通達のとおり、給食費の一部を補助すること
を禁止する意図はない、さらに地方自治体等がその判断によって全額補助するこ
とを否定するものではないと答弁。
また、２０２２年１０月７日の参議院代表質問・学校給食費無償化で岸田首相

が、保護者が負担する学校給食費を自治体などが補助することを妨げるものでは
ない。学校給食費の無償化については学校の設置者である自治体において判断い
ただくべきものと答弁しています。
自治体等による補助を妨げるものではないは、要件を設けて、速やかに保護者

の経済的負担の軽減・子育て支援に取り組むことではないのか。
全国１，７９４自治体のうち、何らかの方法で小中学校での給食費無償化は約

４０％に達しています。
２０２２年第４回定例会で教育長は、今後も低所得者世帯に対する他の支援施

策との公平性やバランスを考慮しながら、機を逸することなく効果的な対策が発
動できるよう考えると答弁しています。
また、今定例会では、本町においても、今後の給食費に対する支援のあり方に

ついて検討が必要と考えるなら、機を逸すことなく効果的な対策の発動は今では
ないのですか。



【答 弁】
教 育 長：
学校給食費の無償化については、経済的負担軽減につながる重要な施策の一

つとして認識しており、国の実態調査の結果を参考にする中で、今後の給食費
に対する支援等のあり方について検討を進めてまいります。


